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１． 18 年 3 月期の業績(平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                               （百万円未満は切り捨て） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

  百万円   ％  百万円   ％  百万円   ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

87,653  18.5
73,968   17.1

8,024   28.5
6,246   76.7

7,885   30.5
6,042   97.1

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株 式調 整 後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

6,320   33.6 
4,730 △19.6 

38.02
28.28

－
－

12.8
10.8

6.4 
5.2 

9.0
8.2

(注) ①期中平均株式数 18 年 3 月期 165,148,797 株       17 年 3 月期 166,162,766 株 
    ②会計処理の方法の変更  無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

12.00
7.00

4.00
2.00

8.00
5.00

1,982
1,157

31.6 
24.8 

3.7
2.5

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

130,464
117,350

53,536
45,473

41.0 
38.8 

323.88
275.69

(注) ①期末発行済株式数   18 年 3 月期  165,167,782 株    17 年 3 月期 164,828,918 株 
     ②期末自己株式数     18 年 3 月期    1,717,748 株    17 年 3 月期  2,056,612 株 
 
２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

  51,000     
  104,500     

  6,500    
  10,800    

  4,400    
  6,900    

6.00 
－ 

－ 
6.00 

－
12.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 41 円 78 銭 

 

※上記の予想は、本資料の作成時点においての経済環境や入手可能な情報に基づいて作成したものであり、 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、業績予想の前提となる 

仮定等につきましては、連 6 ページをご参照ください。 
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（１）個 別 財 務 諸 表 等

 ① 貸 借 対 照 表
（単位 ： 百万円） 

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負　　債　　・　　資　　本　　の　　部

科 目
当　　　期 前　　　期

科 目
当　　　期 前　　　期

(18.3.31現在) (17.3.31現在) (18.3.31現在) (17.3.31現在)

流 動 資 産  91,623  82,616  9,007 流 動 負 債  58,263  54,068  4,195

現 金 及 金  び 預 26,790  16,918  9,872 支 払 手 形  7,715  7,213  502

受 取 手 形  9,846  8,724  1,122 買 掛 金  26,701  22,186  4,515

売 掛 金  25,715  23,842  1,873 短 期 金  借 入 13,190  17,140 △ 3,950

製 品  1,704  1,485  219 未 払 金  698  245  453

仕 掛 品  12,919  12,337  582 未 払 法 等  人 税 4,125  3,364  761

原 材 料  86  17  69 未 払 費 用  3,358  3,020  338

短 期 金  貸 付 5,364  11,200 △ 5,836 前 受 金  2,319  729  1,590

未 収 入 金  7,760  6,928  832 その他の流動  負債 154  167 △ 13

繰 延 税 産  金 資 1,252  1,126  126

その他の流動  資産 554  413  141 固 定 負 債  18,664  17,808  856

貸 倒 金 △引 当 372 △ 376  4 長 期 金  借 入 9,750  10,850 △ 1,100

繰 延 税 債  金 負 2,935  1,551  1,384

固 定 資 産  38,841  34,733  4,108 退職給付引当金  5,979  5,407  572

有 形 固 定 資 産  17,339  16,589  750    

建物及び構築物  6,699  6,915 △ 216 負 債 合 計  76,927  71,877  5,050

機 械 及 置  び 装 3,084  3,242 △ 158    

車両及び運搬具  33  35 △ 2

工具・  器具及び備品 436  399  37    

土 地  5,699  5,714 △ 15 資 本 金  12,484  12,484  －

建 設 定  仮 勘 1,385  282  1,103 資 本 金  剰 余 19,538  19,405  133

無 形 固 定 資 産  260  217  43 資 本 金  準 備 11,538  11,405  133

その他の無形固定資産  260  217  43 その他資本剰余金  8,000  8,000  －

投資その他の資産  21,241  17,926  3,315  8,000  8,000  －

投 資 有 券  価 証 11,430  6,491  4,939 利 益 金  剰 余 16,472  11,668  4,804

関 係 会 式  社 株 7,950  9,514 △ 1,564 利 益 準  備 金 －  17 △ 17

関係会社出資金  1,295  1,295  － 当期未処分利益  16,472  11,650  4,822

長 期 金  貸 付 281  332 △ 51 その他有価証券評価差額金  5,734  2,735  2,999

そ の 他 の 投 資  287  297 △ 10 自 己 株 式 △ 693 △ 820  127

貸 倒 金 △引 当 3 △ 5  2 資 本 合 計  53,536  45,473  8,063

資 産 合 計  130,464  117,350  13,114 負 債・ 資 計  本 合 130,464  117,350  13,114

対前期増減 対前期増減

資本金及び資本
準備金減少差益

対前期増減 対前期増減

資本金及び資本
準備金減少差益

対前期増減 対前期増減

資本金及び資本
準備金減少差益

－単２－



② 損 益 計 算 書
（単位 ： 百万円） 

当　　　　　　　期 前　　　　　　　期

(17.４.１～18.３.31) (16.４.１～17.３.31)

％ ％ ％

87,653 73,968  13,685 18.5

67,663 ( 77.2 ) 57,315 ( 77.5 )  10,348 18.1

11,965 10,406  1,559 15.0

営 業 利 益 8,024 ( 9.2 ) 6,246 ( 8.4 )  1,778 28.5

 

412 428 △ 16

644 681 △ 37

1,057 1,110 △ 53 △ 4.8

 

311 361 △ 50

76 51  25

807 901 △ 94

1,195 1,314 △ 119 △ 9.1

経 常 利 益 7,885 ( 9.0 ) 6,042 ( 8.2 )  1,843 30.5

 

62 24  38

714 －  714

119 10 109

1,650 －  1,650

459 －  459

3,007 34  2,973

 

139 179 △ 40

1,095 －  1,095

57 －  57

1,292 179  1,113

税 引 前 当 期 純 利 益 9,600 ( 11.0 ) 5,897 ( 8.0 )  3,703 62.8

 4,000  2,400  1,600

△ 720 △ 1,232  512

当 期 純 利 益 6,320 ( 7.2 ) 4,730 ( 6.4 )  1,590 33.6

 10,795  7,144  3,651

17 － 17

 －  109 △ 109

660 333  327

当 期 未 処 分 利 益 16,472 11,650  4,822

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 収 益 計

営 業 外 費 用

支 払 利 息

手 形 売 却 損

そ の 他 の 営 業 外 費 用

営 業 外 費 用 計

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益

特 別 配 当 金

特 別 利 益 計

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

関 係 会 社 株 式 評 価 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

特 別 損 失 計

合併による未処分利益受入額

中 間 配 当 額

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

利 益 準 備 金 取 崩 額

　科　　　　　　　　　目 対　前　期　増　減　科　　　　　　　　　目 対　前　期　増　減
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（単位 ： 千円） 

科　　　　　　　　目

(17.４.１～18.３.31) (16.４.１～17.３.31)

16,472,548 11,650,753 4,821,795

配 当 金
1,321,342 824,144 497,198

役 員 賞 与 金 41,985 31,381 10,604

（ う ち 取 締 役 分 ） 35,310 24,706 10,604

（ う ち 監 査 役 分 ） 6,675 6,675 －

固 定 資 産 圧 縮

特 別 勘 定 積 立 金

14,777,846 10,795,228 3,982,618

③ 利益処分計算書案

－ 331,375

　　こ　れ　を　次　の　と　お　り　処　分　い　た　し　ま　す　。

利 益 処 分 額

次 期 繰 越 利 益

331,375

当 期 前 期

当 期 未 処 分 利 益

科　　　　　　　　　目 対　前　期　増　減

（ ）

（ ） （ ）

（ ）

（ ）

（ ）

科　　　　　　　　　目 対　前　期　増　減

（１株につき8円）

（ ）

（ ） （ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（１株につき5円）
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重 要 な 会 計 方 針

　１．有価証券の評価基準及び評価方法

     　　                移動平均法による原価法

    

　 　                期末日の市場価格等に基づく時価法
                            (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　 　                移動平均法による原価法

　２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

    　　　　　　 個  別  法による原価法

   　　　　　   移動平均法による原価法

　３．固定資産の減価償却の方法

　  (１)有形固定資産

　　　  　  　　　　　　　　　定　額　法

　　　  　  　　　　　　　　　定　率　法

　  (２)無形固定資産
        定額法を採用しております。
        ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)による定額法
        を採用しております。

　４．引当金の計上基準

　  (１)貸倒引当金
　      貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更
        生債権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　  (２)退職給付引当金
        従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
        づき計上しております。
        なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。
        数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
        (10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から処理しております。

　５．売上収益の計上基準は、原則として販売基準(出荷)を採用しております。

　６．リース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
　　　は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

  ７．ヘッジ会計の方法
      主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については、振当処理の要件を満た
      している場合は振当処理を採用しております。

　８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　  (１)消費税等の会計処理
　　　　税抜方式を採用しております。

　  (２)連結納税制度の適用
　　　　連結納税制度を適用しております。

そ の 他 有 価 証 券

子会社株式及び関連会社株式

製 品 ・ 仕 掛 品

建 物 以 外

原 材 料

建 物

時 価 の あ る も の

時 価 の な い も の

そ の 他 有 価 証 券

子会社株式及び関連会社株式

製 品 ・ 仕 掛 品

建 物 以 外

原 材 料

建 物

時 価 の あ る も の

時 価 の な い も の

そ の 他 有 価 証 券

子会社株式及び関連会社株式

製 品 ・ 仕 掛 品

建 物 以 外

原 材 料

建 物

時 価 の あ る も の

時 価 の な い も の
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注 記 事 項

（貸借対照表関係）

  当     期   前　 　期

  １． 45,159 百万円 45,326 百万円

  ２．

4,086 4,285

  ３． 15 2,033

  ４． 1,927 1,912

リ ー ス 取 引 関 係

    ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

有 価 証 券 関 係

  当期　（平成1８年３月３１日現在）

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものがないため、記載すべき事項はありません。

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

担 保 に 供 し て い る 資 産

保 証 債 務

受 取 手 形 割 引 高

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

担 保 に 供 し て い る 資 産

保 証 債 務

受 取 手 形 割 引 高

有 形 固 定 資 産

－単６－



（２）部門別売上高・受注高及び受注残高

①　部門別売上高（カッコ内は輸出） （単位 ： 百万円） 

当　　期 (17.４.１～18.３.31) 前　　期 (16.４.１～17.３.31)

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

成 形 機 64,560 73.7 53,655 72.5

[ 射出成形機、ダイカストマシン、押出成形機など ］ ( 33,898 ) ( 83.1 ) ( 31,432 ) ( 81.6 )

工 作 機 械 4,653 5.3 6,997 9.5

[ 精密加工 機、超高 速加 工機 など ］ ( 1,412 ) ( 3.5 ) ( 2,797 ) ( 7.3 )

そ の 他 18,439 21.0 13,315 18.0

[ 油 圧 機 器 、 制 御 装 置 な ど ］ ( 5,452 ) ( 13.4 ) ( 4,284 ) ( 11.1 )

87,653 100.0 73,968 100.0

( 40,764 ) ( 100.0 ) ( 38,514 ) ( 100.0 )

②　部門別受注高（カッコ内は輸出） （単位 ： 百万円） 

当　　期 (17.４.１～18.３.31) 前　　期 (16.４.１～17.３.31)

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

成 形 機 69,605 74.7 62,038 76.1

[ 射出成形機、ダイカストマシン、押出成形機など ］ ( 37,080 ) ( 83.4 ) ( 33,221 ) ( 84.3 )

工 作 機 械 4,508 4.8 5,988 7.3

[ 精密加工 機、超高 速加 工機 など ］ ( 1,864 ) ( 4.2 ) ( 2,110 ) ( 5.4 )

そ の 他 19,083 20.5 13,508 16.6

[ 油 圧 機 器 、 制 御 装 置 な ど ］ ( 5,512 ) ( 12.4 ) ( 4,055 ) ( 10.3 )

93,197 100.0 81,536 100.0

( 44,458 ) ( 100.0 ) ( 39,386 ) ( 100.0 )

③　部門別受注残高（カッコ内は輸出） （単位 ： 百万円） 

当　　期 (18.３.31現在) 前　　期 (17.３.31現在)

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

成 形 機 29,780 87.3 24,735 86.5

[ 射出成形機、ダイカストマシン、押出成形機など ］ ( 14,259 ) ( 88.1 ) ( 11,078 ) ( 88.7 )

工 作 機 械 2,123 6.2 2,268 7.9

[ 精密加工 機、超高 速加 工機 など ］ ( 1,203 ) ( 7.4 ) ( 750 ) ( 6.0 )

そ の 他 2,228 6.5 1,584 5.6

[ 油 圧 機 器 、 制 御 装 置 な ど ］ ( 727 ) ( 4.5 ) ( 667 ) ( 5.3 )

34,133 100.0 28,588 100.0

( 16,190 ) ( 100.0 ) ( 12,496 ) ( 100.0 )

部　　　　　　　　　　　門

合　　　　　　　　　　　計

部　　　　　　　　　　　門

部　　　　　　　　　　　門

合　　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　　計

% %

%%

%%

部　　　　　　　　　　　門

合　　　　　　　　　　　計

部　　　　　　　　　　　門

部　　　　　　　　　　　門

合　　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　　計

% %

%%

%%
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  （３）役 員 の 異 動（平成１８年６月２８日付の予定）

①新任取締役候補　
いくた　　　まさき

　　　　取　　締　　役 生　田　正　樹 （現、当社常勤監査役）

いで　　　　あきのり

　　　　取　　締　　役 井　出　彰　訓 （現、当社押出成形機事業部長）

いいむら　　ゆきお

　　　　取　　締　　役 飯　村　幸　生 （現、当社微細転写事業部長）

②新任監査役候補
おがわ　　　ゆうじ

　　　 常 勤 監 査 役 小　川　佑　次 （現、東芝電機サービス（株）
　　　　　　　　代表取締役社長）

たかぎ　　　としたけ

　　　 監　　査　　役 高　木　利　武 （現、（株）東芝 取締役　執行役専務）

③退任予定取締役

　　　 代 表 取 締 役 はんざわ　　かずお

半　沢　和　生 （当社顧問に就任予定）

ごとう　　　かつひこ

　　　 常 務 取 締 役 後　藤　勝　彦 （(株)ニューフレアテクノロジー
　　         常勤監査役に就任予定）

④退任予定監査役
いくた　　　まさき

　　　 常 勤 監 査 役 生　田　正　樹 （当社取締役に就任予定）

おおやま　まさのぶ

　　　 監　　査　　役 大　山　昌　伸

⑤昇格予定取締役

　　　 代 表 取 締 役 たけやま　こうせい

竹　山　幸　成 （現、常務取締役）

あとべ　　　よし

　　　 常 務 取 締 役 跡　部　與　志 （現、取締役）

よこやま　　みつじ

　　　 常 務 取 締 役 横　山　三　自 （現、取締役）

（注）新任監査役候補者小川佑次氏および高木利武氏は、会社法第２条第１６号に
      定める社外監査役であります。

     以　上

　　　 常 務 取 締 役

　　　 専 務 取 締 役
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